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抄録
目的：近年，日本の保健医療制度には，これまでのキュア中心から，傷病のクロニシティに対応する
ケア中心の時代へのパラダイムシフトが求められている．外傷は，後遺症や障害に対する機能的・精
神的・社会的QOLの低下防止という 3 次予防の観点でケア対象の 1 つであり，予防に関する疫学エビ
デンスは障害保健福祉政策の科学的根拠として重要だが，日本では圧倒的に不足している．
　そこで本研究では，障害者福祉政策の推進を視野に意見調査を実施し，外傷性脳損傷（TBI）等外
傷の疫学的エビデンスの蓄積やシステムの構築に必要な道筋の検討を行った．
方法：外傷の長期コホート協働データベース・プロジェクト（DBP）に対する意見調査（質問紙調査）
を実施．分析対象は，外傷医療関係者29名（職種は医師93.1％，診療科目は外科系48.3％）の回答で
ある．
結果および考察：外傷の長期コホート協働DBPを有意義とする意見は多く（87.5％），また有用な解
析は「長期転帰や社会復帰可否に対する初期治療の評価」「TBI後の高次脳機能障害の頻度と神経学的
予後」「外傷連携パス」「PTSD（心的外傷後ストレス障害）など精神医学的問題」等．脳神経外科領
域では「非交通事故による高齢者のTBIが急増し治療は限界」等の具体性・切迫性が高い意見が多く，
外傷の長期コホート協働DBP はTBIでモデル的に先行開始するのが妥当かつ合理的と思われた．また
今後，「TBI等外傷の長期コホート協働データベース（DB）」の構築を進める際には，自由意見「地域
連携システムとの協同管理」「現存するDB（JTDB, JNTDB等）とのリンク」「TBIの社会への予防提言，
対策の構築が必要」「慢性疾患のような大規模DB」等は，配慮すべき重要な視点と考えられた．
結論：急性期の外傷医療関係者における外傷の長期コホート協働DBPのキーフレーズは，①「急性期
医療介入の長期的効果評価」及び②「医療介護福祉のアウトカム管理や介入効果評価」に資するエビ
デンスの蓄積，と集約でき，脳神経外傷領域でのモデル的開始が妥当かつ合理的と思われた．
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I. はじめに

　急激な少子高齢化や医療技術の進歩など，保健医療を
取り巻く環境が大きく変化する中で，近年日本には，経
済成長と財政再建にも貢献し，「ひとりひとりが主役と
なれる健やかな社会」を実現するために，システムとし
ての保健医療の在り方の転換が求められるようになって
きている [1]．2025年の地域包括ケアシステム実施 [2] 
以降を見据え，日本の保健医療制度には，「キュア中心
からケア中心へ」，「行政による規制から当事者による規
律へ」等のパラダイムシフトが，2035年を目途として求
められている [1]．現段階では主に介護保険制度の中で
語られる地域包括ケアシステムにおいては，保険者であ
る市町村や都道府県は，当事者として，「切れ目や格差
のない保健・医療・福祉・介護のシステム」を，自主性

に基づいて作り上げていくことになる．
　一方で，病のクロニシティ（慢性性）[3] への対応が，
より求められるクロニック・ケア・モデル（CCM: 
Chronic care model） [4] 社会においては，「病気の程度
を減少させ，セルフケアに対する個人の機能と責任を最
大限に発揮するための，支持的なケアと定期的なモニタ
リングが必要 [5]」となる．すなわち，クロニック・ケア・
モデルの概念に従えば，キュア中心時代の急性期治癒モ
デルのような「特定の疾患の経過」ではなく，「特定の
原因傷病名に限定されない，ケアニーズ」に焦点が置か
れることになる．そのため，科学的根拠に基づく公衆衛
生政策の形成（EBHP: Evidence - Based Health Policy）
に必要な疫学エビデンスは，これまでの「個々の疾病要
因を対象とする疫学」に対し，「物理的・社会的暴露リ
スク等への長期的影響や，疾病要因同士の相互作用まで
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も明らかにするライフコースアプローチ [6] 等による生
態学的疫学 [7]」が，いっそう重要となってくる．現状
でも既に，「特定の原因疾患に限定れないケアニーズ」
に焦点が置かれた視点による施策やアプローチは，コ
ホートデザイン等で多くの研究がなされている．だが，
健康を取り巻く環境が大きく変化した状況において，公
衆衛生が対象とすべき範囲も，「ケアニーズ」という視
点で，改めて見直してみる必要があるのではないかと考
えられる．
　ここで外傷を取り上げ，その臨床的所見の特徴や医療
処置，ならびに退院後の生活支援に係わる対応方策の現
状と課題について概括してみる．外傷は，急性期治療が
終了してもなお，後遺症や後天性障害を引き起こしうる
原因傷病の 1 つである．そのため外傷は，受傷予防策と
いう一次予防の観点のみならず，急性期治療終了後の機
能的・精神的・社会的な生活や人生の質（QOL: Quality 
of Life）の低下防止という三次予防の観点で，予防医学
的アプローチの対象である．このことから近年の「キュ
ア中心からケア中心へ」という時代の流れの中で，外傷
に対する予防医学的アプローチの必要性・重要性が増し
ているのではないかと考えられよう [8]．しかし現状で
は，外傷に関する日本の疫学データは，① 警察庁事故
統計，② 総務省消防庁の救急・救助の現況，③ 厚生労
働省の関連統計（人口動態調査・患者調査 等），④ 外傷
医療関連の学会等におけるデータバンク，などに限られ
ており，予防に関するエビデンスの蓄積が，きわめて少
ない．④のデータバンクも，その代表例は，一般社団法
人 日 本 脳 神 経 外 傷 学 会 の 頭 部 外 傷 デ ー タ バ ン ク 

（JNTDB: Japan Neuro Trauma Data Bank） [9]，特定非
営利活動法人日本外傷診療研究機構の日本外傷データバ
ンク（JTDB: Japan Trauma Data Bank）[10]，さらに一
般社団法人National Clinical Database（NCD）の外科手
術・治療情報データベース [11] であるが，いずれも外
傷の登録制度（レジストリ制度）がシステムの基本骨格
である．これらのデータでは，長期予後を追跡できてい
ないことから，外傷の予防に係るエビデンスは，圧倒的
に少ない現状と言わざるを得ない．
　そこで障害者福祉政策の推進を視野に，前述の外傷に
係る疫学データの「先に」ある長期予後の追跡に際して，
専門分野横断的なエビデンスの集積や構築に必要な，予
備的エビデンスを収集することとした．本研究では，今
後，外傷の予後エビデンスの構築に必要な道筋を探るた
めに，「外傷の長期コホート協働データベース・プロジェ
クト（仮称）に関する意見調査」を外傷医療関係者に対
して行い，若干の新知見を得たので報告する．

II. 方法

₁．対象
　2014（平成26）から2015（平成27）年度にかけて東京
で開催された外傷関連医学会，①第19回日本集団災害医

学会総会・学術集会（2014年 2 月25-26日開催），②第37
回日本脳神経外傷学会（2014年 3 月 7 - 8 日開催），③第
28回日本外傷学会総会・学術集会（2015年 6 月25-26日
開催），における学術集会への参加者のうち，協力の得
られた者を調査対象とした．回収しえた回答のうち，公
表同意の得たれた回答のみを，本研究の集計分析対象と
した．

₂ ．調査方法
　調査主旨説明文書を用いて，各学術集会の会場におい
て協力依頼し，原則無記名の質問紙調査を実施した．回
答協力依頼および質問票の配布は，①「学会メイン会場
前のフロアにて直接対面で協力依頼・配布」，②「当該
学術集会の学会長に所属医局員への協力・配布（ 調査
主 旨 説 明 文 書 お よ び 質 問 票 ） 依 頼 」， ③「JNTDB，
JTDBの管理者，データベース関連セッションの座長・
発言者に対面で協力依頼・配布」によって行った．また
回収は，配布方法①③では直接対面で，また配布方法②
では郵送・FAXにより行った．
　なお，「設問 2 ．外傷患者の長期フォローアップにつ
いて」以降の設問には，設問 1 ．の回答如何に関わらず，
すなわち，回答者の長期観察経験の有無に関わらず，回
答意見を求めた．

₃ ．分析方法
　回答の単純集計および年齢別・専門分野別回答を比較
検討するとともに，質的研究における反復型（iterative 
mode）アプローチ [12] を用いた．各回答から浮上する
テーマを反復的に抽出し，回答者の専門分野等の背景を
考慮したうえで，キーフレーズを絞り込んだ．
　倫理的配慮：本調査研究は，国立保健医療科学院疫学
研 究 倫 理 審 査 委 員 会 に お い て 承 認 さ れ た（NIPH-
IBRA#12065）．

III. 結果

₁．回答者の基本属性
　回収数32．うち29が集計分析の対象となった（n＝29）．
回答者の基本属性を表 1 に示す．

₂ ．最長観察経験
（ 1 ）「外傷治療後の患者を長期的（ 5 年以上）に観察

したことはありますか？」という質問に対し，「は
い」10名（34.5％），「いいえ」18名（62.1％）で
あった．

（ 2 ）（前問の回答「はい」に対して）　「観察期間は最
長で何年くらいでしたか？」という質問に対し，

「 1 年」2 名（20.0％），「25年」1 名（10.0％），「20
年位（熱傷45％義足患者 1 名をフォローアップし
たことあり）」1 名（10.0％），「約15年」1 名（10.0％），

「 8 年」1 名（10.0％），「 7 年」1 名（10.0％），「 5 -10
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表 ₁　回答者の基本属性

職種

①医師 27 93.1％
②看護師・助産師・保健師 0 0.0％
③救急救命士・救急隊員 0 0.0％
④その他（     ） 2 6.9％ 病院事務 1 名，医学生 1 名

専門分野
（複数回答）

①臨床　［外科系］ 14 48.3％
②臨床［内科系］ 6 20.7％
③災害医療 4 13.8％
④防災 1 10.0％
⑤その他（　　） 5 17.2％ 救急 1 名，公衆衛生 1 名 他

年齢層

①10代 0 0.0％
②20代 2 6.9％
③30代 9 31.0％
④40代 7 24.1％
⑤50代 5 17.2％
⑥60代 5 17.2％
⑦70代以上 0 0.0％
不明 1 3.4％

表 ₂　外傷患者に対する長期フォローアップについての自由記述の詳細
質問文 抽出したキーフレーズ

（ 1 ）「外傷患者の長期的
観察でどんな情報
を得ましたか？　
or どんな点が有用
だと思いますか?」

・術後変化，合併症出現の有無，治癒経過が把握できる．
・ADL，機能的予後や，リハビリの経過，後遺症の有無等が把握できる．
・急性期医療が長期転帰に与える影響の効果評価を行える点が有用．（社会復帰できたかどうかが重要な

ポイント）．
・高次脳機能障害を後遺症とする患者が，社会復帰できないでいる問題を社会に発信し共有する必要性がある．
・精神的なストレス（PTSD等）の精神医学的問題について把握できる．
・フォローアップするためのシステム自体が必要である．

（ 2 ）「長期的観察の情報は，
診断や治療に役に立
ちましたか？　or 役に
立つと思いますか？」

・《役立つ》再手術の可能性や重症度の判断，機能障害の程度診断などに有用である．
・《役立つ》社会復帰に向けたプログラムづくりに役立つのではないか．
・《役立つ》慢性期医療等からのフィードバックが得られる．
・《役立つ／役立たない》臨床的には役立つが，診断や治療には直接結びつかない面もあるのではないか．

（ 3 ）「外傷患者の長期的
観察データを，大
規 模(分 野 横 断 的)
に集積することに，
意味があると思い
ますか？」

・《意味あり・必要》意味がある．慢性疾患以外の大規模に蓄積された長期追跡データがあめとよい．
・《意味あり・必要》現状で集積・検討がないので重要．全体像がみえると個々の治療に活かせるのでは

ないか．
・《意味あり・必要》学会レベルのデータでは社会への発信に限界があるため，分野横断的にデータ集積

を検討すべきである．
・《あまり意味ない》外傷は個別的因子が多いので，役立つかどうかは疑問である．
・《あまり意味ない》労力対効果の点でどうか．（臨床現場のデータ入力の労に比べ，あまり役立たない

のではないか．）
（ 4 ）「もし外傷患者の長

期的観察データを
大規模（分野横断
的）に集積・管理し，
共同利用できるよ
うなデータベース
を構築するとすれ
ば，どのような種
類のデータが必要
と思いますか？」

・ 1 年以内の死亡データ，手術既往歴に係るデータ，重症度別に術後の機能予後評価のためのデータが
必要である．

・ADLや高次機能，QOL，続発症・合併症・後遺症やリハビリの状況・社会復帰の状況，及び関連デー
タが必要である．

・経時的データの突合による外傷の分類と長期的予後，臨床データとリンクさせた分析ができる集積
データが必要である．

・高次脳機能障害，難治性てんかんの発生頻度等，人口動態を考慮したダイナミックな解析ができる
データが必要である．

・精神的，心理ストレスに関するデータや，自殺の発生，精神心理学的データが必要である．
・クラウドに集積管理し，研究者はアクセス権を持ち，地域連携システムと協同管理できるようなデー

タシステムが必要である．
・既存の外傷登録Data Base（JNTDB, JTDB等）とのリンクに配慮したデータシステムを構築すべきである．

（ 5 ）「もし外傷患者の長
期的観察データを
大規模（分野横断
的）に集積・管理し，
共同利用できるよ
うなデータベース
があったら，それ
を使ってどのよう
な解析をしたいで
す か？　or　 ど の
ような解析が有用
だと思いますか？」

・現行データベースで判るのは，初回入院中死亡まで．急性期の予後予測に必要な，長期予後スコアリ
ング解析が有用と思う．

・肉体的障害のみならず，精神的・心理的負荷や受傷後ライフ・スタイルに与えた影響を把握できるデー
タや解析が有用である．

・初期治療の長期転帰への影響や，後遺症・社会復帰との関連の解析に有用である．
・医療機関と支援機関の適切性の把握・確認や，医療費を加味した経済効果の解析が有用である．
・外傷の長期予後を明らかにすることによって，地域連携パスにおける外傷連携パスがつくれるような

解析が有用である．
・社会福祉，労災，職場復帰データの，急性期医療へのフィードバックにより，適切な治療法選択のた

めの解析が有用である．
・高次脳機能障害の頻度，頭部外傷後の神経学的予後，後遺症や災害時PTSDなどメンタルヘルスの実態

を解析すべきである．
・DM，PAD（末梢動脈疾患）の発症等，慢性疾患に対する外傷のimpact解析が有用である．
・非交通事故による高齢者のTBIが急増し，予防や社会復帰に向けた社会への提言，行政の関与について

解析が必要だ．
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年」1 名（10.0％），「 5 年」1 名（10.0％）であった．

₃ ．外傷患者の長期フォローアップについて 
（ 1 ）「外傷患者の長期的観察でどんな情報を得ました

か？　or どんな点が有用だと思いますか？」と
いう質問に対し，有効回答数22を得た．自由記述
の回答から，表 2 に示すようなキーフレーズを抽
出した．

（ 2 ）「長期的観察の情報は，診断や治療に役に立ちま
したか？　or 役に立つと思いますか?」という質
問に対し，有効回答数21．「思う」20名（95.3％），

「わからない」 1 名（4.8％）であった．自由記述
の回答から，表 2 に示すようなキーフレーズを抽
出した．

（ 3 ）「外傷患者の長期的観察データを，大規模(分野
横断的)に集積することに，意味があると思いま
すか？」という質問に対し，有効回答数24．「意
味あり」21名（87.5％），「ない orあまりない」 3
名（12.5％），「わからない」0 名（0.0％）．であっ
た．自由記述の回答から，表 2 に示すようなキー
フレーズを抽出した．

（ 4 ）「もし外傷患者の長期的観察データを大規模(分
野横断的)に集積・管理し，共同利用できるよう
なデータベースを構築するとすれば，どのような
種類のデータが必要と思いますか？」という質問
に対し，有効回答数21．自由記述の回答から，表
2 に示すようなキーフレーズを抽出した．

（ 5 ）「もし外傷患者の長期的観察データを大規模(分
野横断的)に集積・管理し，共同利用できるよう
なデータベースがあったら，それを使ってどのよ
うな解析をしたいですか？　or   どのような解析
が有用だと思いますか？」という質問に対し，有
効回答数19．自由記述の回答から，表 2 に示すよ
うなキーフレーズを抽出した．

IV. 考察

₁．本調査結果に対する考察
　本研究では，外傷患者の長期観察データの大規模集積
について，87.5％が「意味がある」とする外傷医療関係
者が，調査対象となった．本調査結果は，対象各学会の
意見を代表するものではないが，外傷の疫学データの収
集・蓄積に向けて，関心を持つ幅広い年齢層の様々な専
門的視点から，意見を収集することが出来た．
　調査結果から，外傷の長期コホート協働データベー
ス・プロジェクト（DBP）の意義は，急性期の外傷医
療関係者には，概ね 2 つの観点で捉えられていると思わ
れた．すなわち，①「急性期外傷医療の，標準化と質向
上のための『技術的評価』」，および②「後遺症・障害の，
発生・社会復帰・精神医学的問題等の，長期的病態予後
の把握」という観点である．前者①は「外傷の長期予後

に対する医療介入の効果評価」，また後者②は，「外傷の
予後予測や社会復帰プログラムづくり等，効率的で効果
的な保健・医療・福祉・介護資源の活用，アウトカムの
管理・評価」に資する視点，つまり「医療介護福祉の提
供システムにおけるエビデンス」と換言できるかもしれ
ない．
　さらに回答は，「外傷全般」に関する記載と，「頭部外
傷」に関する記載との間で，具体性や切迫性に有意な差
異が認められると思われた．すなわち長期コホート協働
DBPは，外傷全般では，「急性期の機能予後や長期予後
のスコアリング等，その意義自体は，多々認識されてい
る．しかし現状では，最優先課題となっていない．」と
判断されたのに対し，脳神経外傷領域では，「頭部外傷
後の高次脳機能障害や難治性てんかんの発生頻度，
PTSD・精神医学的予後の他，社会への予防発信が喫緊
の課題．」という認識と判断された．脳神経外傷領域では，
長期コホート協働DBPや，分野横断的な情報共有シス
テムの構築を望む意見が強く，かつ喫緊の課題と位置づ
けられていると思われた．脳神経外傷領域では，近年の
社会における高齢化等に伴って，その発生疫学は「若年
者の交通外傷から，高齢者の非交通外傷へ」と急激に変
化している点が指摘されている [13] [14]．それらを考
慮すると，協働コホートDBPを，外傷全般に先駆け，
脳神経外傷領域でモデル的に開始する方策は，妥当かつ
合理的と思われた．

₂ ．本研究の意義について
　 外 傷 性 脳 損 傷（TBI: Traumatic Brain Injury　 以 下
“TBI” とする）等の外傷や疾病による脳損傷によって

引き起こされる後遺症や障害は，病院の退院後，社会に
出て初めて顕在化することが特徴である [15]．そのため，
早期のリハビリテーションが社会復帰に有効であるにも
かかわらず「医療から福祉までの連続したケアが適切に
提供されていない」ことが，近年日本では，社会的な問
題となった．これに対して厚生労働省の「高次脳機能障
害支援モデル事業」が実施され，「高次脳機能障害者支
援への連続したサービス提供」を目指して，診断基準や
標準的訓練プログラム，標準的社会復帰・生活・介護支
援プログラム等が，実践に基づいて開発されている[16]．
このことから著者らは，TBIは，外傷のクロニシティに
切れ目なく対応する社会における，疫学エビデンスの集
積・構築・活用のあり方を検討するに適した対象と考え
た．そして，先行研究としてこれまでに，重症のTBI等
の縦断的疫学研究（Longitudinal study）を通じて，TBI
等外傷の専門分野横断的な予後情報を，網羅的に把握す
る必要性や重要性の指摘を行った [17]．さらに，JNTDB
のプロジェクト1998, 2004, 2009の結果に基づいて，今後，
重症TBI等の外傷については，縦断的疫学研究として

「後ろ向き・前向き」双方のコホート研究が必要である
と論じてきている [18]．
　TBI等外傷の長期コホート協働DBが構築されれば，
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前述した「高次脳機能障害支援モデル事業」の，医療と
介護・福祉の間で「連続したケア」を提供するというモ
デルプロセスにおいて，複数の異なるサービス提供主体
が連携する際の，「情報共有ツール」として役に立つ可
能性がある．なぜなら支援プロセスモデルは，「医療 → 
自立訓練（社会適応訓練・生活訓練） → 就労移行支援（職
能訓練・職業訓練・就業支援）」→「施設入所」・「在宅
介護」・「在宅生活」→「福祉就労」，「就職・就学・復職・
復学」という，「『異なる専門性の，異なる主体で提供さ
れるケア』ごとのフェーズ（phase）」で構成されている
ため，常に連続したケアが提供されるには，「相談・家
族支援・環境調整・マネジメント」という管理統括機能
が，「一体的に」行われる必要があるからである．その
ためには，各主体どうしが「一対一」で情報共有し合う，
というよりは，複数の主体間で共有するための情報ツー
ルを活用し，「一対多」もしくは「多対多」で行う方が，
効率的であり効果的だろう．そのような情報共有ツール
としても，本研究が構築を目指す協働コホートDBは，
役に立つと思われる．
　今後，実際に協働DBPを推進する場合には，今回の
調査回答にみられた「地域連携システムとの協同管理」，

「現存の外傷登録DB（JTDB, JNTDB等）とのリンク」，
「予防や社会復帰に向けた社会への提言，行政の関与」，
「慢性疾患のような大規模DB」，等の個別意見は，より
効率的で効果的なプロジェクトを目指すために，有益か
つ配慮すべき重要な視点と思われる．また，そのような
際には，DBの管理運営主体についても，併せて検討す
る必要があるだろう．米国では1988年から，社会共通資
本としての医療情報システム [19] が，国で整備されて
いる．また日本でも，社会共通資本としての医療情報シ
ステムの検討 [20] [21] がみられており，今後具体化を
議論すべきではないかと思われた．

₃ ．本研究の今後の展望について
　今後，例えばTBI等の長期コホート協働DBPが推進さ
れ，そこに医療・介護・福祉等の，地域でTBI等外傷の
長期予後に関わるさまざまなセクションの参加協力が得
られるようになれば，合併症や後遺症，障害等を含む長
期の病態予後に対する，医療的・福祉的な介入効果評価
に必要な，ベースライン・データを提供しうる協働DB
の構築が期待できる．TBIのみならず外傷全般や，その
他のケアニーズを有する病態でも，長期コホート協働
DBの活用検討がなされるようになれば，「医療介護福祉
の提供システムにおけるエビデンス・システム」の実現
が目指せるのではないかと思われた．

₄ ．本研究の限界および課題について
　本研究では，外傷関連医学会における学術集会への参
加者という，圧倒的に医療者に偏った集団が対象となっ
た．外傷の長期追跡情報の集積体制を構築するには，「医
療」⇒「自立訓練」⇒「就労移行支援」⇒「施設入所」・

「在宅介護」・「在宅生活」⇒「福祉就労」，「就職・就学・
復職・復学」といった，さまざまな場面でケアニーズ情
報を有する，さまざまな専門職等から意見を求めていく
必要がある．本研究では，当該学会か管理する外傷関連
データバンクの管理者等を中心に意見を求めたとはいえ，
前述の一連の流れの，いわば「スタート地点」の意見を
調査したに過ぎない．今後実際にコホート体制を構築し
ていくには，長期予後に関わるさまざまな専門職等を対
象に，調査を行っていく必要がある．
　また，本調査の質問紙作成においては，質問文が一部
誘 導 的 と な っ た 可 能 性 が あ っ た． 今 後 は，Socially 
Desirable Responnnse [22] を用いる等により，歪みを回
避する工夫を加えることが課題である．

V. 結論

　外傷の長期コホート協働DBPに関する外傷医療関係
者の認識は，①「急性期医療介入の長期的効果評価」，
②「医療介護福祉のアウトカム管理や介入効果評価」に
各々資するエビデンスの蓄積，と集約された．また脳神
経外傷領域では，予防に係るデータの蓄積を喫緊の課題
と位置づけていたことから，DBPを脳神経外傷領域で
モデル的開始するのは妥当と思われた．
　外傷の長期コホート協働DBが構築されれば，医療的・
福祉的介入効果評価に資するベースライン・データとな
るDBの構築や，医療から介護・福祉・保健までの連続
したサービス提供に資する情報ツールとしての役割も，
期待できると考えられた．
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